
消防法に基づく火災原因調査と製品安全法令の整備による出火防止対策の強化

資料２－３②

１．火災原因調査結果の活用による出火防止対策の強化

製品火災に係る消防本部における火災原因調査の結果を収集・整理し、四半期毎に公表するとともに、製品火災の
情報を関係省庁と共有し、製造事業者等における自主回収等の対応の徹底や火災を起こす危険な製品の流通防止
に向けて活用。

消防法（昭和23年法律第186号）
第31条 消防長又は消防署長は、消火活動をなすとともに火災の原因並びに火災及び消火のために受けた損害の調査に着手しなければならない。
第 条 消防長又は消防署長は 前条の規定により調査をするため必要があるときは 関係のある者に対して質問をする とができる

２ 最近の製品安全法令の整備の例

第32条 消防長又は消防署長は、前条の規定により調査をするため必要があるときは、関係のある者に対して質問をすることができる。
第34条 消防長又は消防署長は、前条の規定により調査をするために必要があるときは、関係者に対して必要な資料の提出を命じ、若しくは報告を

求め、又は当該消防職員に関係のある場所に立ち入つて、火災により破損され又は破壊された財産の状況を検査させることができる。

２．最近の製品安全法令の整備の例

①石油ストーブ
⇒平成21年４月１日施行の改正消費生活用製品安全法
施行令により、不完全燃焼防止装置や給油時消火装

【参考】発火源別の住宅火災の死者数（平成20年中(放火自殺者等を除く)）

置（カートリッジ給油式の場合）等の措置が義務付け。
②ガスこんろ

⇒平成20年10月１日施行の改正ガス事業法施行令及び
液石法*施行令により、調理油過熱防止装置や立ち
消え安全装置等の措置が義務付け。
*液石法：液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

③ライター
⇒消費生活用製品安全法での安全規制の対象化につい

て 現在 消費経済審議会製品安全部会にて審議中て、現在、消費経済審議会製品安全部会にて審議中。

３．火災原因調査体制の充実・強化に係る全国消防長会からの要望

※別紙の通り。
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